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水問題に対する関心が高まっている。その背景として，国連が定めたMillennium Development 
Goalsの一つとして「安全な水へのアクセス」が目標となるなど最貧国における水の確保が国際的
な課題とされていること，地球温暖化等の気候変動に伴って水資源賦存量が変化すると予想される
こと，国際河川などで水資源の確保をめぐる紛争が生じる恐れがあることなど，世界が取組むべき
テーマの焦点のひとつが水問題であるという認識の深まりがある。たとえば，2008年のダボス会
議では重要な議題として水問題が取りあげられたし，2007年には日本で「アジア太平洋水サミッ
ト」が開催された。
このような関心は，水に限らず様々な資源の制約が顕在化しているなか，資源の配分を適正に行
うためには国際的な協力が不可欠であり，この課題についてグローバルに取組まなければならない
と考えられていることの現れでもある。そして特に水資源の取り扱いは，食料生産に直結するし，
衛生を初めとする生活水準を左右するから，より深い関心が寄せられる。一方で，水資源開発事業
によって生態系が変化するなど，大きな環境影響がひき起されていることも無視できない。（実際，
たとえば世界第４位の面積を持つ湖沼アラル海（ウズベキスタン・カザフスタン）は流入河川流域
での灌漑事業の結果干上がりつつある。）
水問題は，陸の国境を持たない日本では純粋な国内問題である。しかし，水利用の秩序を社会的
にどのように維持するかということは，いまや世界共通の問題となっていて，そのなかで日本の水
資源政策の方向も再吟味することが求められていると考える。
本稿は，そのような今後さらに高まるであろう水利用をめぐる問題に取組むための基礎的な作業
として，日本における水利用の秩序を維持するしくみに関して，どのような問題が残されているか
を整理したものである。そしてそこで明らかとなる秩序維持の考え方の有効性と限界は，国内のみ
ならず，水問題に国際的に取組むうえでも何らかの参考となるのではないかと考える。
また，この作業を通じて明らかになるであろう制度的な課題とその取り組みの方向は，社会経済
の構造が変化していくときに，既存の制度をどのように運用・改善すべきかという政策的な課題を
考えるうえでの一例ともなるであろう。
《研究ノート》
水問題と水利権
―水利用の秩序をいかに維持するか―
長谷部 俊 治
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１　水利用の問題
（１）　水をめぐる問題
水をめぐる問題は，大きく三つの類型に分けることができる(1)。
第一の類型は水害である。降雨の流出が災害を引き起すという問題であるが，この問題はさらに，
水害の形態によって河川の氾濫と内水による浸水に分けて考えなければならない。河川の氾濫は，
河川水が堤防を超えて居住地に侵入することによる災害であり，内水による浸水は，降雨が居住地
から円滑に排出されないことに伴う災害である(2)。
第二の類型は水利問題である。河川水は様々なかたちで利用されるが，その利用関係を如何に調
整するかという問題で，これもまた，舟運，水力発電，農業用水，水道用水などの利用形態の違い
によって生じる影響関係の調整問題（この問題は社会的な摩擦に発展することが多い）と，限られ
た水資源を利用者間で如何に配分するか，河川水が減少したとき（渇水時）に関係者が如何に調整
するかなどの水資源の有効利用問題とに，二分することができる。
第三の類型は水質問題である。水利用は水汚染を伴うことが多いが，汚染された水が排出される
ことによって様々な問題が生じる。この問題は，大きくは，水道水源の水質悪化など水の安全性確
保という問題と，悪臭の発生，水辺生態の変化，親水性の喪失など水環境問題に大別することがで
きるであろう。
さらには，水質問題は，生活環境の要素として水環境を重視しその向上を求める要請が高まり，
まちづくりや住生活を考えるうえで水との触れあいを重視しなければならなくなっているという問
題にも結びつく。
この三つの類型のうち，水利問題と水質問題とは，密接な関係にある。水を利用すれば当然に排
水が必要であるし，逆に水質が悪化すれば水利用を妨げる恐れも生じるであろう。しかも，水質は
一般的に汚染の濃度が問題となるのだから，水量と切り離して考えることはできない。水質は水量
に左右されるのである。
(1) 河川法は，その管理の目的として，ⅰ洪水，高潮等による災害の発生の防止，ⅱ河川の適正な利用，ⅲ
流水の正常な機能の維持，ⅳ河川環境の整備と保全の４項目を列挙している（同法§１）。これらは，自
然の存在である河川を公共物として管理する場合の視点を定めたものであるが，ⅰは水害，ⅱは水利問題，
ⅳは水質問題とそれぞれ対応する関係にある。また，ⅲの「流水の正常な機能」とは，塩害防止，各種排
水の希釈浄化，河道の維持，河口埋塞防止，水生動植物の生存繁殖等の河川流水が果している機能をいい，
その維持は，水害，水利問題，水質問題に対応するための共通の目的である。つまり，河川法は，水問題
への対応のための政策体系として捉えることができる。
(2) 氾濫の防止と内水浸水の防止とは，時に利害が相反することになる。河川の氾濫を防止するには降雨が
河川に流入することを抑止すること（たとえば調節地を設置して居住内で雨水を貯留するなど）が有効で
ある一方，内水浸水を防止するには，雨水を河川に確実に排水すること（たとえばポンプによる強制的な
排水）が求められる。このような利害の対立を調整しようする場合には多くの困難に直面するが，これは
社会的な摩擦の調整問題として研究するに値する。
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ここでは，水利問題に焦点を当てながら，必要な範囲で水質問題にも触れることとする。
（２）　水利問題の類型
水利問題は，歴史的に見れば，ほぼ次のような質的に異なる問題類型として現れた。
ⅰ）農村での水争い
近代以前の主要な水利問題は，異常渇水時の農業用水の配分や新田開発に当たっての水源確保を
めぐる争いであった。この争いは，水田耕作のために共同で水利を確保しなければならない地域共
同体（農業集落）のあいだの争い，さらには，取水口を異にする用水単位での紛争に発展すること
が多い。そして，その解決に際して様々なルール（たとえば，古田優先，実効支配の事実優位，平
等分水原則など）が，歴史的な経緯や地域の特性に応じて形成されていった。その秩序の特徴は，
ア）水利用の実態に即する，イ）歴史的な事実を尊重する，ウ）現実の支配力に配慮する，エ）最終的
な決定基盤を慣習に求める，などであるとされている(3)。
このような農業用水における水争いを通じて確立されてきたルールの考え方は，後述するように，
近代的な国家体制が確立した後も，水利用秩序を律する基盤として，現在に至るまで受け継がれて
いる。
近代国家の成立後，産業の発展に伴って，さらに，様相を異にする三つのタイプの水利問題が生
じた。
ⅱ）水力発電の参入
近世までの主要な河川利用のかたちは，舟運，農業用水の取水，漁業であったが，明治後期より，
水力発電という新たな水利用の形態が現れた。これは，従来の水利用秩序に対する新しいタイプの
利用者の参入であった。
水力発電は，河川水の有する重力エネルギーを電力に転換して利用する形態である。その方法に
は，ア）河川に堰堤を築き，取水して水路管で水流を落下させてその力によって発電機を運転する
方法（水路式発電）と，イ）河川水を貯留し，その貯留水の放流の際に発電機を運転する方法（ダ
ム式発電）とがあるが，いずれの方法も従来の河川利用に大きな影響を与える。
堰堤が築かれれば舟運の妨げになるし，魚類の遡上を妨害する。また，水路式発電は河川水をパ
イパスさせることであり，水路の設定の仕方によっては取水された河川水が他の流域に放流される
場合もあるなど，流域全体の利害に関わる水利用形態である。あるいは，ダム式発電のための流水
(3) 農業水利権の実態とその法的な性格については，渡邊洋三『農業水利権の研究』（1954年，東京大学出
版会）に詳しい。事例に基づいて具体的に議論が展開されていて，非常に参考になる。また，新田開発を
含めて農業水利の変遷を調査したものとして，新沢嘉芽統・岡本雅美『利根川の水利（増補版）』（1988年，
岩波書店）がある。
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の貯留・放流は，河川水量を人為的に制御することであるから他の水利用を妨げる恐れがあるし，
洪水時のダム操作如何は水害の発生と密接に関係せざるを得ない。
しかも，これらの問題は，地域社会と電力産業との社会的な摩擦に発展する要素を秘める。第一
に，舟運，農業用水の取水，漁業という河川の利用形態は，いずれも当該河川の流域に属する地域
社会自体が受益者であったが，水力発電による電力は送電され，その受益者は河川流域の地域社会
とは無縁の社会に属することが多い。ダム建設などによる影響を負担する者と発電事業の受益者と
が異なるとき，利害の対立は深刻なものとなりやすいのである。第二に，水力発電は巨額の投資を
必要とする事業であり，発電のための適地は限られているため，その事業をめぐって様々な関係者
が関与し，利害が錯綜することが多い。特に，国家近代化の時代には，水力発電の推進は国益とさ
れたから，その取扱いは権益をめぐる政治問題に発展しやすいのである(4)。
このように，これら水力発電の参入に伴う水利用の問題は，伝統的な水利用秩序の維持と近代化
のうえで必須の電力確保という要請とをいかに調整するかという，社会的なコンフリクトの調整問
題として捉えることができる。
ⅲ）都市渇水
高度経済成長期には，水道水などの都市用水の需要が急増した。そして，大都市圏においては水
需給が逼迫し，河川の渇水時に，都市用水の給水が困難となる事態が頻発した。
たとえば，最大の被害を生じた渇水は，福岡渇水（1978）である。水道水の給水制限は５月20
日から287日間に及び，特に９～11月の３か月間は給水時間が６～７時間に制限された(5)。そのほか，
東京オリンピック渇水（1964），長崎渇水（1967），高松渇水（1973）など，水不足によって都市
活動に深刻な支障が生じる事例が次々に現れたのである。
(4) 水力発電をめぐる利害対立の興味深い例として，尾瀬分水がある。尾瀬分水とは，尾瀬ヶ原（福島県・
群馬県・新潟県）から流出する只見川（日本海に注ぐ）を堰き止め，貯水池で流量を調節したのち，利根
川（太平洋に注ぐ）の上流端付近までトンネル水路で導水してその落差により発電すると同時に，その流
域を越えた導水（分水）により増した流量で利根川に連なる発電所の発電量を増加させるという計画であ
る。この計画は，1919年に関東水電（株）によって河川使用の許可が申請され，1921年に許可された。（当
時は許可の権限は府県知事（官選）にあった。）
 しかし，尾瀬ケ原の自然を保護すべしという強い意見があったほか，水資源を北陸・東北地方から関東
地方へ移転することの是非をめぐる対立などから，工事に着手されないまま1996年まで権利として存続
したのである。この間，この開発権益は，電力会社の合併などに伴う地位の一般承継により，関東水電
（株）から，東京発電（株），東京電灯（株），日本発送電（株）と次々に引き継がれ，1951に東京電力（株）
が権利主体となるという経緯をたどった。つまり，実行されない権益が，75年間存続したのである。（そ
の経緯の詳細は，「尾瀬と只見川電源開発」（只見町史資料集第３集，只見町史料へんさん委員会，1998
年）に詳しい。）
(5) 福岡渇水の原因については，少雨であったことだけではなく，給水制限の手法の不適切さや水道供給対
策の遅れを指摘する意見が強い。（柴田栄治「福岡渇水と水の安定供給に関する一考察」（第２回水資源に
関するシンポジウム報告，1982年）などによる。）
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その対策として水資源開発事業を促進して，水供給量を拡大することに力が注がれた。だが，そ
れと同時に，水の有効利用の促進，渇水時における水利用の調整の円滑化，農業用水の都市用水へ
の転用など，水利用のあり方を総合的に見直す必要にも迫られた。
水力発電の参入のような異なるタイプの水利用の出現という問題ではなく，限られた水井資源を
いかに配分し，有効に活用するかという問題，いわば希少資源の配分問題とでもいうべき課題に直
面することとなったのである。
一方，水資源開発が広域化することに伴って，水源地域の負担と水利用地域の受益の調整という，
水力発電の参入に当たって生じた問題と同様な課題も再び表面化した。
水問題が，資源配分の問題と地域間の利害調整という二つの課題のセットというかたちで現れた
のである。
ⅳ）水質の悪化
都市渇水が頻発するのと時期をほぼ同じくして，水道水の水質悪化が問題となった。その主要な
原因は水源である河川の水質が悪化したことである。その対策として浄水能力の強化などの努力が
なされたものの，たとえば，1970年には東京都水道玉川浄水場（多摩川から取水）が，1978年に
は堺市水道浅香山浄水場（大和川から取水）が，それぞれ運転の休止を迫られる（玉川浄水場は，
現在，工業用水道に対してのみ給水している）など，大きな社会問題となった。
これは，当時顕在化した公害問題のひとつとして捉えることができる。河川の自然浄化能力を超
えるような汚染物質の負荷によって，水環境に悪影響が生じたのである。
これは，水質汚濁をどのように防止するかという問題であるが，同時に，従来，取水を中心に考
えられてきた水利用の秩序について，排水を含めてその適切さを確保しなければならないという課
題を提起することとなったのである。循環する水を全体として捉える必要が生じたのであり，水利
用の秩序に新たな視点を加えることによって，問題の質的な広がりをもたらしたと考えてよい。
（３）　水利問題のかたち
以上のように生じた水利問題を，社会秩序を維持するためのルールのあり方という視点から整理
すれば，次の大きく三つのかたちとして捉えることができる。
ア）社会組織間の紛争
農村の水争いと水力発電の参入は，いずれも地域共同体など社会組織のあいだのコンフリクトで
ある。ただ，水争いの解決は，地域共同体間の自治的な裁定に委ねられ，その際に慣習が決定定な
役割を果たすのに対して，水力発電の参入に当たっての紛争においては，慣習よりは経済合理性を
尊重する傾向が強く現れる。その違いは，前者が共同体内部の紛争解決問題であるのに対して，後
者は，地域共同体と近代産業企業とのあいだの紛争という，外部的な要素が強い問題であった（だ
から，参入企業は地域共同体の中に基盤を必要とし，事業への賛同者を組織した。このような事情
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は，たとえば原子力発電所の立地に至るまで踏襲されている。）ということである。
イ）資源配分問題
都市渇水によって浮かび上がったのは，水資源が的確に配分されているかどうかという問題であ
る。水資源は有限であり，資源を確保するための水資源開発事業には，巨額の投資が必要となる(6)。
既存の水配分が合理的かどうか，水資源開発事業が効率的に実施されているかなどが問われること
になる。つまり，経済的な合理性が追求されるのだが，私権の目的とはならない河川流水(7)の配分
において，価格メカニズムなど取引市場での需給調整機能を，どのように，どこまで活用するかと
いう課題に直面するのである。また，水資源配分に当たっては，流域を越えた導水（分水）の是非
という，経済合理性だけでは判断できない社会的な問題をも惹起する。経済合理性の追求と公共性
の確保のせめぎあいが生じるということである。
ウ）外部不経済への対応
最後に，水質の悪化という問題は，公害問題に共通する課題であるところの，外部不経済への対
応という問題に帰着する。本来，排水によって環境に負荷をもたらす者は，その負荷によって生じ
る影響について責任を負わなければならないはずである（原因者負担の原則）。しかし，水利用に
おいては（大気の利用などにおいても同様であるが），排水者の責任は限定的であるし，生活排水
などによる汚染の原因者を特定することは困難である。公共の存在である環境への負荷に対して，
排出者は，どこまで，どのようにその影響責任を負うかという，利害の錯綜する問題への対応を迫
られるのである。
このように水利問題にはかたちの違いがある。従って，水利用の秩序を捉える場合にはその違い
に留意しなければならないし，問題に対応するとき（政策を考えるとき）には，そのかたち（問題
構造）に即して適切なアプローチの方法を選択しなければならないのである。
２　水利用の特性
さて，水利用の秩序を考える際には，その前提として水利用の特性を理解しておかなければなら
(6) 水資源開発事業は，ダムによって貯水地を築き，河川流量が豊富なときに流水を貯留し，流量が少ない
ときに放流することによって，安定的に取水できる流量を嵩上げするという事業である。そして，ダム建
設費を負担した者は，その嵩上げした流量を取水するのである。このときのダム建設に要する費用は，一
千億円を超える場合もあるなど，巨額にのぼる。
(7) 河川の流水は，私権の目的とはならないとされる（河川法§２Ⅱ）。また，河川から取水することので
きる地位は，取水の必要が無くなった場合には消滅するとされ，原則として，取水の権利は取引の目的物
とはならないと考えられている。
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ない。
（１）　水循環
水は切れ目無く循環し，水利用はその一部としてその循環をつなぐこととなる。そして，その循
環は，大きく四つのサブシステムから成り立ち，それらが相互に関係しあって水循環を支えている
ことがわかる。
四つのサブシステムとは，河川・湖沼，地下水（伏流水は除き，河川・湖沼に含める），農業水
利網，都市水系（上下水道を中心とする都市域での水循環）である。その特徴を簡潔にまとめると
表１のとおりである。
表１　水循環を構成する四つのサブシステム
河川・湖沼 地下水 農業水利網 都市水系
水文的特性 地形に応じた降雨の流出 地下の貯留水 灌漑のための反復利用
水質の消費を伴う高度
な利用
滞留時間 数日～数年 数年～数百年 数日～十数日 数日～数週間
人為の程度 おおむね自然的 自然的 おおむね人工的 強い人工性
利用関係 一体的 個別的 強い一体性 ほぼ個別的
主要な社会的課題 洪水予防，水資源確保，水域環境の保全 地盤沈下防止 水田機能の保全
合理的水利用，水質の
確保
主要な管理制度 河川法（河川管理者） なし 水利組合（土地改良区） 水道法，下水道法
（２）　流域という単位
水循環は，異なる社会や生態系をつなぐ。そのつながりにより形成されるのが流域であるが，流
域は社会的にも，治水や水利用を通じて，一種の運命共同体の関係を形成するのである。
実際，水循環にかかわる各種の公共的な政策，たとえば，治水，上下水道，農業水利，森林管理
（水源地の管理），水質保全などの政策は，流域という地域単位を前提に展開せざるを得ない。市町
村のような行政区分を単位にした政策によっては，その実効を確保することが難しいのである。
さらに，水循環は総合的なものであるから，その一面に着目した政策は，流域を同じくする他の
水循環にかかわる政策と十分な調整のもとで展開しなければならない。たとえば，農業利水を確保
するには治水が必須であるし，水質保全は様々な水利用に共通する課題であるから，政策相互の調
整が必要となる。このときの地理的な調整の領域となるのは，流域である。つまり，水循環にかか
わる個々の政策を展開する場合に流域を単位に考えなければならないと同時に，個々の政策展開に
当たって必要となる各政策の連携・調整もまた流域が単位となるのである。
そればかりでなく，流域は，水循環という科学的な論理に基づかなくとも，感覚的にも自然な社
会単位である。たとえば，地域の関係を表す言葉に，「峠を越えると別世界」という俚諺と「川向
こう」という表現とがあるが，両者から受け取る感覚は相当に異なる。前者には，まったく異質な
社会と出会うという意識，一種の恐れの感覚が含まれているが，後者からは，交渉を逃れることが
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できない競争的な緊張感や，同質の社会として共存する慣れ親しみの感情が感じられる。流域を同
じくすることによって，地域社会は一体性を持たざるを得ない。特に，河川交通が盛んであった時
代には，河川を通じて文化的な共通性を帯びることもあった。（河川を通じた一体性を維持するた
めに，飛び地で別の県に属している例さえある(8)。）
３　水利権
（１）　水利権の成立
水利用に当たっては，水循環と流域単位という自然的な特性に従わなければならない。そしてよ
うのような特性を基盤にして秩序を維持するうえで中心的な役割を担ってきたのが水利権である。
水利権は，近代以前の農業用水をめぐる水争いにおいて，当事者間の権利関係を明確にする概念
として形成されたと考えられる。その考え方は，河川や湖沼から農業用水を取水するためには，そ
れによって影響を受ける関係者の同意が必要である一方，一旦同意を得て取水を継続すれば，その
取水を妨げるような行為を排除できるというというものである。
つまり，水循環によって水利用者は相互に影響関係にあるから，水利用に当たっては，取水量や
取水方法などについて関係者（最大限は流域を同じくする水利用者）の同意が必要で，必要に応じ
てその同意を得るための社会的な調整を図らなければならない。しかし水利用が認められそれを開
始すれば，その事実は社会的に尊重される。このような秩序原則が歴史的に形成され，水利権とし
て確立したのである。
従って，水利権は慣行によって成立する。しかも，その権利性は，事実に立脚していて，抽象的
な権利ではない。さらに，水利権が認められた者は，それを妨害する行為を実力で排除することが
できるとされる。このような，実効的な支配の実態が社会的に認知されて権限が成立するという考
え方は，ゲルマン法の概念で「ゲヴェーレ（Gewere）」とされるものに近いとされるが，財産権を
基礎に自立した市民間の秩序を律するローマ法的な民法体系とは異なり，共同体を基盤にして法秩
序を維持する社会のあり方を反映したものと考えられる。
日本の水田耕作を主体にした農村は，農業水利によって経済的な一体性が確保されており，その
共同体性が水利権の発生の基盤となったと考えてよい。そのような慣行による権利発生の考え方は，
室町末期から盛んになる新田開発に伴って確立していき，江戸期にはほぼ全国的な用水秩序の原則
として受け入れられるようになった。ただし，その内容や運用については，地域差が大きいことに
注意が必要である。（ここで述べた農業水利権の性質及びその成立事情については，渡邊洋三『農
(8) 和歌山県北山村は，全村が和歌山県の飛び地（周囲を奈良県及び三重県に囲まれている）である。当時
の交通手段が河川交通であり，北山村の住民の大部分が筏師で材木の輸送等を通じて新宮と地域的に強固
な関係にあったことから，廃藩置県に際して新宮市と同じ県に属することを希望したからだとされる。河
川（熊野川）をとおして地縁，血縁のつながりが生まれ，強固な経済的関係が確立していたため，人為的
な行政区分が拒否された例と言えよう。
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業水利権の研究』（1954年，東京大学出版会）によるところが大きい。記して感謝する。）
（２）　河川法による流水占用
近代国家が成立すると，国家が河川の管理に当たることとなった。このときにそのルールを定め
たのが河川法（旧河川法は1896年に公布された。その後，1964年にこれを抜本的に改正した新河
川法が成立し現在に至っている。）である。同法では，河川の流水を占用する（継続的に排他独占
的に利用する）には，河川管理者の許可を得なければならないとし（旧河川法§18，新河川法§
23），従来慣行的に成立していた取水等の行為は，その許可を得たものとみなすことされた（旧河
川法施行規程§11，新河川法施行法§20Ⅰ）。
これによって，慣行的に成立していた水利権は，河川法による管理体系に組み入れられたのであ
る。従って，現在は，水利権が慣行的に成立する余地はほとんどなく（河川法の適用がない河川に
ついて可能性がないではない），河川法の適用以前に成立したものが「慣行水利権」として存続し
ているに過ぎない。従って，現在は，新たな水利権を得るには河川法による流水の占用許可（同法
§23，これを「水利使用許可」という場合が多い）を受けなければならず，一方，同許可を受け
れば水利権が成立すると理解されている。
（３）　水利権の法的性格
水利権は，慣行的に成立していた権利と，河川法の水利使用許可によって成立する地位とがある
が，両者は同じ法的効果を持つと理解されている。
河川法による水利使用許可は，一般的に禁止されている流水の占用という行為について，特定の
要件を満たす者に対してその禁止を解除するという性格のもの（行政法でいう「許可」）であると
いう考え方もあるが，その許可を得た者は他の河川使用者に対して一定の権利をもつことになるか
ら，水利使用許可は新たな権利を与えるという効果をもつもの（行政法でいう「特許」）であると
考えたほうが実態に近い。
すなわち，水利使用の許可を得た者は，慣行水利権を持つ者と同様に，実質的に水を独占的に支
配して利用すること，それを妨げるものを排除することなど，排他的な支配権能を得ると理解され
ているのであり，取水した河川水は水利権者以外の者は利用することができないし，上流での新た
な取水や汚染排水などにより水利使用が妨げられるときには，その中止や損害の賠償を求めること
ができる。
このような権限は，民法上，物権の作用として認められているが，民法は物権法定主義（物権は，
法律で定められたもの以外は創設できない。民法§175）を採用しており，水利権を物権とする法
律は無い。しかし，判例では，（法定されていない）慣習法上の物権的な作用を認めており，水利
権も物権的な権能を有するとされる（大審院明治32年２月１日判決，同明治38年10月11日判決な
ど多数ある）。
このような背景のもと，水利権を物権的財産権と捉える考え方が支持されているが，これは，実
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効的な支配の実態が社会的に認知されて権限が成立するという考え方を反映したものと考えられる。
しかし一方で，水利権は，水利使用の目的を逸脱した利用は認められないこと，洪水，渇水などの
河川に内在する制約に服すること，水利組合など原則として一定の資格をもった組織に与えられる
ことなど，その財産性は公共の利益を確保するための強い制限のもとにある。（このような性質は，
行政法でいう「特許」によって与えられた権利に共通する性質である。）水利権を所有権などと同
様な私的な権利であると考えることには無理があるのである。
なお，「実効的な支配」を尊重する考え方は，水利使用許可により既存水利権者が損失を受けた
ときに，その補償の責任を負うのは許可を受けた者であるというルール（河川法§41）などにも
反映されている。水利権は，政府と私人との関係を律するのみならず，私人間を律する法的関係で
もあるということである。
（４）　水利使用許可の運用
河川法による水利使用許可の考え方を概観しておこう(9)。
まず，水利使用許可は，原則として次の四つの視点で判断するとされている。
ⅰ　公共の福祉の増進
水利使用の目的及び事業内容が､ 国民経済の発展及び国民生活の向上に寄与し､ 公共の福祉の増
進に資するものであること。
ⅱ　実行の確実性
申請者の事業計画が妥当であるとともに，関係法令の許可，申請者の当該事業を遂行するための
能力及び信用など，水利使用の実行の確実性が確保されていること。
（主要な判断事項は，①事業計画の妥当性，②事業の遂行能力，③取水必要量の算定，④他の水
利使用､ 漁業等との調整とされている。）
ⅲ　河川流量と取水量との関係
河川の流況等に照らし，河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に支障を与えることなく
安定的に当該水利使用の許可に係る取水を行えるものであること。
（安定的かどうかは，おおむね10年に一回起きる渇水時にも取水可能であるかどうかで判断する。
つまり，取水予定量は，基準渇水流量（10年に１回程度の渇水年における取水予定地点の渇水流
量（年間を通じて355日を下回らない程度の流量値））から，河川の維持流量と他の水利使用者の
取水量の双方を満足する水量（正常流量）を控除した水量の範囲内でなければならない。そして，
安定的に取水可能でなければ許可されず，水資源開発が必要となる。なお，水資源開発が確実であ
れば，河川流量が正常流量を上回る場合のみ取水することなどを条件に，開発事業の完了に先行し
て取水が許可されることもあり，これを「豊水水利権」と称する。）
(9)  建設省新河川法研究会編「逐条河川法」（1966年，港出版社）及び国土交通省河川局のホームページ
（http://www.mlit.go.jp/river/suiriken/seido/index.html）による。
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ⅳ　公益上の支障の有無
流水の占用のためのダム，堰，水門等の工作物の新築等が河川法§26Ⅰ（工作物の新築等の許
可）の審査基準を満たしているなど，当該水利使用により治水上その他の公益上の支障を生じるお
それがないこと。
注意しなければならないのは，流水の占用として許可を要するのは取水行為についてだけではな
いことである。河川水をダムによって河道に貯留すること，水面を占用することなどについても許
可を要する。また，河川を外れて流れる河川伏流水の取水についても許可の対象とされる。一方，
遊泳，漁業などは原則的に自由である。法的には，まずは河川の利用は自由であり，そのなかで河
川の管理上制限が必要な一定の行為についてのみ許可を等要するという考え方が取られているので
ある。
４　水利用の秩序と水利権
水利用の秩序を維持するうえで，水利権の果たす役割は非常に大きいと考えてよい。水利用をめ
ぐる私的な権利義務関係を律するのは，ほぼ水利権を基礎とした法的な関係に尽きると言ってもよ
いのである（そのほかには，水質汚染における不法行為関係（公害紛争）が目立つのみである）。
つまり，水利権によって成立した権利関係は，水利用に伴う相互の影響を調整し，摩擦を防止する
機能を果たしてきたと考えてよい。また，水利用をめぐって紛争が生じた際にも，水利権に基づい
て争いを調停，判断することによってその円滑な解決を図ることが期待されてきたのである。
では，水利権は，どのような考え方を基礎にして成立・運用されているであろうか。水利用の秩
序を保つためのルールの基盤として，次の二つの原則が浮かび上がる。
ⅰ）公共公益性の尊重
まず，公共的な機能を妨げるような水利使用は許されない。洪水の流下の妨害（ダムや取水施設
の設置により生じかねない），河川水の減少による公益の阻害（水質汚濁，景観の損傷，河口閉塞，
漁業被害など）等が生じてはならないということである。さらに最近は，河川空間のオープンスペ
ース機能，河川湿地の自然生態系機能などの河川環境を損傷しないことも重視される。（水路式発
電の許可の見直しにより，河川をバイパスする流量を削減することも行われている(10)。）
また，利用の目的も，公共の福祉の増進に寄与することが求められる。河川のような公共物を独
占的に使用するには，それを認めるに足る社会的な合理性が必要であり，農業生産，電力供給，水
(10) たとえば，大井川の上流部で取水して別の河川（富士川水系早川）へと分水する発電水利権（東京電
力）について，その許可更新時に一定流量の大井川への放流が義務付けられた。その背景には，大井川中
流住民の河川流量回復を求める住民運動があった。
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道水供給のような公益性を帯びたものが優先されるのである。さらには，河川水は希少資源と考え
られるから，その配分を市場メカニズムに委ねるだけでは最有効な利用は実現しない（市場の失敗
が起きる可能性が大きい）。配分に対する社会的な介入が必要となるのである。もっとも，何が公
益に資するかについて一律に判断することは困難で，また社会経済の変化とともに変わるから，社
会の実態に即した判断が必要なことは言うまでもない。
さらには，公共公益性を維持し，水利権が遊休化するのを防ぐために，許可した目的どおりの利
用が実現しているかどうかを随時チェックするとともに，許可の期間（一般に10年間，水力発電
は原則30年間，ただし許可期間が経過しても，許可が自動的に失効することはない。）を定め，そ
の更新の際に必要性や許可条件を改めて吟味することとされている。のみならずさらに注目すべき
ことは，水利権は自由に譲渡できず，譲渡に当たって河川管理者の承認を必要とするというしくみ
になっていることである。そして譲渡の承認を受ける際には，譲り受けようとする者の事業計画を
説明しなければならないなど，水利権の財産性を認めつつも私的な財産として取引されることを防
ぐ仕組みが整えられている(11)。
ⅱ）既存秩序の尊重
水利使用許可に当たっては，水利用の秩序に与える影響は最小限に留めるという，既存秩序を尊
重する考え方が基礎となっている。現に存在する社会秩序や歴史的な経緯を尊重して，新しい水利
使用はその秩序を阻害しないよう既存の水利用秩序に組み入れるのである。正常流量の確保が絶対
的な条件とされるのはその現れでもあるし，水利使用許可の申請の際に「他の水利使用，漁業等と
の調整」が求められるのもそれゆえである。つまり，新たな水利使用による影響の調整は，原則的
に当事者間の協議調整に委ねられていると考えてよい。（もっとも，その協議調整が整わない場合
に，河川管理者の判断で水利使用を許可する方途も無いではない（河川法§40）。その場合には，
許可を受ける者は許可によって他の河川使用者に生じる損失を補償する義務を負うこととなる。）
実際，たとえば農業用水の利用の多くは，旧河川法の制定をはるかにさかのぼる歴史を持ち，古
くから水利用の秩序を形成してきた。それだけではなく，安定的な取水のために河川改修などの負
担を担ってきたのは主として農村共同体であった。旧河川法が，社会慣行としての水利権を認めて
(11) 水利権の譲渡は，河川法で想定されていて河川管理者の承認が必要とされているが（同法§34），それ
が認められるには，その目的が変わらないこと，水利使用のための工作物などを一体的に譲渡することに
伴う場合であることなど，水利使用が継続されることが必須の要件である。水利組合の統廃合，電力会社
の分割・再編などのような場合は，通常は水利権が譲渡されるのではなく許可に基づく地位が一般承継さ
れると考えられるが，事業の売却などに伴う水利権の譲渡はあり得よう。だが，事業の縮小などに伴う余
剰水利権を他の用途に転用するための水利権の譲渡は，水利使用の継続ではないから承認の要件を満たさ
ない。
 そもそも水利権による水の使用量は，その目的を満たすに足る量に限られるとされており，不要な水を
利用することまで許可されているわけではない。遊休化した水利権は失われ，それに充てられていた水は
自然の姿に戻るのが原則である。
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いるのはそのためでもある。
水利権に財産性を認めながら，その譲渡に承認が必要で，それが厳格に運用されているのも，公
共公益性を担保するためのみならず，水利用秩序を維持するためには水利権の私的取引を強く制限
して，水利用の調整を市場メカニズムに委ねることなく，社会的な合意や承認を優先することによ
り既存の水秩序を維持する必要があるからでもある。共同体の秩序に服さない恐れのある水利用を
排除する意思の現れと言ってよいであろう。
また，秩序の尊重のためには水利使用の内容は透明でなければならない。そのため，水利使用の
許可に当たっては，個々の水利使用ごとに，その利用の内容や条件を明確に示す「水利使用規則」
が定められている。これにより，「水争い」を未然に防止するだけではなく，水利用の秩序が具体
的に明らかになるのである。
さらには，異常な渇水時において水利使用を調整する場合には，まず，水利使用者は相互にその
水利使用の調整について必要な協議を行うように努めなければならず，その協議に当たっては相互
に他の水利使用を尊重しなければならないとされる。河川管理者は，当該協議が円滑に行われるよ
うにするため水利使用の調整に関して必要な情報の提供に努めなければならないとされ，一定の要
件のもとで水利使用の調整に関して必要な斡旋又は調停を行うことができるとされている（河川法
§53）が，あくまでも，関係者の協議が優先し，尊重されるのである(12)。
５　水利問題と水利権
さて，前述したように，現実に生じる水利問題は，大きく社会組織間の紛争，資源配分問題，外
(12) この場合に，取水位置や水源ダムを変更すること，水利権者以外の者の取水を許すことなど，水利権の
内容の変更まで協議に委ねて良いかどうかが問題となる。これには二つの考え方があろう。一つは，緊急
時であるから水利使用者の合意に委ねるという考え方，もう一つは，異常渇水時には水利使用許可を特例
的に運用するという考え方である。
 前者は，水利用の秩序を支えているのは水利使用者が相互に水利権を尊重しあうという関係であること
を重視し，異常渇水時には，その合意によって形成された通常と異なる水利用のルールが新たな秩序とな
るということである。水利使用許可による秩序は一時的に停止するが，現実の緊急性を背景としたルール
であればその実効性も高いであろう。そうであれば，水利使用者の合意による水利権の内容の変更も有効
なものとして取り扱ってもかまわないとする。
 後者は，水利使用許可による水利用秩序の維持という原則を重視し，異常渇水時における対応も水利権
の運用の一環として捉えようということである。従って，水利権の内容の変更を伴うような水利調整につ
いては，当事者が合意するだけではなく，河川の正常機能の維持に対する影響や合意の妥当性などについ
ても判断を必要とするとし，さらには，異常渇水時の特例がそのまま新たな水利用秩序に転化することを
避ける必要もあるからである。
 両者の違いは，水利用の秩序をどのように維持するかという考え方の違いでもある。前者は伝統的な共
同体による秩序維持機能を重視するのに対して，後者は政府による公共秩序の維持機能を重視するのであ
る。
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部不経済への対応という三つの類型がある（１（３）を参照）が，それぞれについてどのような対
応がなされたのであろうか。その問題処理の実態を振り返ることによって，水利権のもつ秩序維持
機能の有効性とその限界が明らかになるであろう。
（１）　農村の水争いと水力発電の参入への対応
水利問題として紹介した農村の水争いと水力発電の参入は，水利用者間での利害調整が焦点にな
る問題であり，まさに水利権が予想していることである。従って，水利権の考え方を適用して解決
が図られたと考えてよい。つまり，水争いにおいては実効的な支配の有無と支配が認知された時期
によって決着が図られるのが通例であったし，新規参入に当たっては，既存の水利用に支障を及ぼ
さないことが条件とされ，その条件を満たすための措置が要求された。（水力発電のために堰堤を
築く場合には，魚類の遡上阻害に対する補償（金銭ではなく上流部での稚魚の放流の義務付けなど
もある），舟運事業の廃止補償などがなされている。）
水利用共同体の同意というルールが，影響関係を調整したのである。
ただし，水利用による影響が，他の河川使用者ではなく，自然環境の改変など幅広い関係者に及
ぶ場合の調整については，水利権は積極的な役割を果たすことはできなかったことには留意してお
かなければならない。（河川管理の目的のひとつとして「河川環境の整備と保全」が規定されたの
は，1997年である。現在の河川法のもとであれば，たとえば尾瀬水利権の取扱いも違ったものと
なっていたかも知れない。）
（２）　都市渇水への対応
都市渇水が提起した水配分の合理性という問題については，主として技術的な手法で解決が図ら
れた。中心となったのは，水資源開発事業を実施し，水供給量を確保するという方法である。
需要対策として，工業用水を中心とした水の循環使用など水の効率的な利用の促進，漏水防止な
ど水道事業の効率性向上，節水の呼びかけなど生活意識の改善等を図る政策が展開されたが，資源
配分の見直しなどの水利用秩序に踏み込んだ対策には至らなかった。また，余剰農業用水を都市用
水に転用する，下水の高度処理によってそれを資源化するなど，新たな水資源開発の手法を取り入
れる試みなどもあったが，十分な成果をあげるには至らなかった。
事実，最近は都市渇水が頻発することはなくなっているが，それは，水資源開発事業によって取
水可能量を増加させ，その開発した水資源を，利根川から荒川（東京）へ，筑後川から福岡市へ，
吉野川から高松市へ導水するというように，比較的水需給に余裕があって開発が容易な流域から需
給が逼迫する大都市圏の流域へと水資源を人工的に移転する事業が実現したからであると言ってよ
い。（水資源の人工的な移転ではないが，大阪都市圏においては，巨大な貯水地でもある琵琶湖の
貯留量を増加させる事業（琵琶湖総合開発事業）によって水供給量の大幅な増加が図られた。）ま
た，このような事業を計画的にすすめるため，1961年に制定された水資源開発促進法に基づいて，
６つの水系について水資源開発基本計画が策定されるなど，水供給量を増やすために制度的な充実
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が図られたのである。
つまり，水利用秩序の原則に手をつけることなく，問題への対応が進展したと考えてよい。技術
力によって問題が解決できるならば，社会関係の組み替えなどの労の多い作業に積極的に関与する
ことを避けるという，政府の政策選択に当たっての傾向をここに見ることができるであろう。（も
っとも，技術を社会に適用する場合にも，社会関係が変化し，その調整が必要になることに変わり
は無い。だが，この場合には，事業者の負担という調整手法を活用することができるのである。）
一方，水資源開発は，既存の水利権を侵さないという水利権を基礎とした水利用秩序を前提に実
施されるが，巨額の投資を必要とすること，限られた開発適地（ダム建設の適地は少ない）を有効
に活用することなどから，事業実施に際して将来の水配分についての調整・合意形成が図られるこ
とになる。新たな水利用はその調整・合意によって決定されることとなるから，水利用の秩序を維
持するうえでの水利権の役割は相対的に後退し，水資源開発事業の実施における調整が水利用秩序
の形成をリードするようになったのである。
しかしながら，水資源開発事業は水利権による秩序を前提とし，治水のためのダム建設と共同で
実施されること，水利用については公共の強い関与が必要であるとされることなどから，水資源の
開発を企業が事業として実施するというような産業的な展開がなされることはなかった。水資源開
発事業は，公共事業として位置付けられたのである。
（３）　水質悪化への対応
水質の悪化に対する対応は，大きく二つの方法，排水規制と下水道の建設によって進められた。
多量の排水を行う者については，排水の水質を規制して公共水域に対する汚濁負荷を軽減すること，
生活排水など不特定多数の排水については，下水道によって集水してうえで，終末処理場で一定の
水質まで浄化して河川に排出することで，水質の保全を図ることとされたのである。
そしてこれらの対策は，水利用の秩序とは切り離して，水質保全のための別途の制度のもとで展
開された。水利用が水利権という取水に着目した法的秩序によって律せられているのに対して，水
質の保全は，排水規制という取り締りと下水道整備という技術的な方法によって対応することにな
ったのである。
その背景には，農業用水を主体とした水利用秩序においては水質への関心が薄かったこと，水質
汚濁を防止することは公害対策の一環として早急に措置しなければならなかったこと，下水道の整
備という技術的な対応が可能であったことなどの事情があったと考えられる。私人間の権利関係の
調整という手法よりは，政府による行政的な行為による手法のほうが即効性が大きく，確実性が高
いと考えられたのである。また，水質をめぐって利害が対立しやすい取水と排水とが，直接に対峙
するような情況を回避することもできる。
その結果，本来一体である水循環を，取水と排水とに分離したうえで，それぞれ独自のルールを
定めて秩序を維持するシステムが採用されることになったのである。水利用秩序の質的な側面は，
水利権による水利用秩序がカバーする範囲の外に置かれ，取水秩序と排水規制の二本立てによる水
30
利の運用が確立したということである。
このことは，自然的には一体である現象を操作的に分離して，それぞれの事象を独立的に管理す
る（対象の明確化と判断の単純化）という政策的な合理化の例であると考えてよいであろう。
以上のように，現実の水利問題に直面するなかで，水利用の秩序は，水利権を中心とした従来の
あり方は堅持し続ける一方で，それとは異なる秩序体系である，水資源開発や排水規制を併存する
かたちで維持されていったのである。
６　水管理のシステム
ここで，これまで述べてきたことを図式的に捉えるべく，水利用の秩序維持のシステムを整理し
ておこう。
水循環のシステムは，図１のように，四つのサブシステムから構成されると考えてよい（それぞ
れのサブシステムの特性については，前述の表1を参照されたい）。ここで，図１の中に記した記号
は，ＡＢＣＤがそれぞれのサブシステムの秩序を維持するためのルール，①②③④⑤がサブシステ
ム間の水の動きを示している。
図１　水循環サブシステムの相互関係
農業水利網
河川・湖沼
地下水　Ｄ
Ｂ
Ａ
都市水系
Ｃ
①
②
③
④
⑤
（注）１　太い矢印は，それぞれのサブシステム内での水循環を示す。
 ２　ABCDは，それぞれサブシステムの秩序を維持するためのルールである。
 ３　①②③④⑤は，それぞれサブシステム間の水の動きである。
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これらのルールや水の動きが具体的にどのような姿であるかを概観すれば次のとおりである。
Ａ（河川・湖沼の利用秩序）
河川・湖沼は公共物とされ，政府が河川管理者となってその利用秩序を維持する。河川管理のた
めのルールは河川法に規定されているが，その目標は，治水，利水，環境保全の三つである。（す
べての河川・湖沼に対して河川法によるルールが適用されるわけではないことに注意。）
また，水質に関しては，環境基準，排出規制などによる取り締りによって保全されている。
Ｂ（農業水利網の運営秩序）
農業水利網は，水利組合などにより農業経営のために自治的に管理運営される。水利網の整備と
農村社会の成立とは不可分な関係にあることから，農業水利のルールは農村共同体の秩序を維持す
る基盤となることが多かった。
Ｃ（都市水系の運営秩序）
都市活動に伴う水の給排水は，公共公益性のある社会サービスとして，水道事業，下水道事業な
どによって担われている。事業の運営ルールは法令によって定められているが，水利用は個別的か
つ多様であり，都市内の水循環は複雑である。また，都市的な水利用のかたちは「水質の消費」で
あることが特徴である。
Ｄ（地下水の利用秩序）
地下水は原則的に土地所有者の支配のもとにある。地盤沈下防止のための汲み上げ規制はあるが，
基本的には土地所有者が個別的に自由に利用するのみで，特段の利用ルールは無い。　
①及び③（河川・湖沼からの取水）
河川管理者の水利使用許可によって得られる水利権が必要。水利権による秩序維持の原則は，
「当該水利使用に係る権原の発生前にその権原が生じた他の水利使用及び漁業に支障を生じないよ
うにしなければならない」というルールである。
②及び④（河川・湖沼への排水）
原則として自由。ただし，④については，水質の汚濁を防ぐための排水規制等に従わなければな
らない。
⑤（地下水の取水）
原則として自由。ただし，地盤沈下防止のための汲み上げ規制等に従わなければならない。
ここからわかるのは，このシステムが持っている次のような特徴である。
ア）サブシステムの分離的な運営
四つのサブシステムはそれぞれが独自のルールによって運営されているが，このサブシステムの
分離的な運営のしくみは合理性に富んでいる。特に，農業水利網と都市水系とが別々のサブシステ
ムとして分離され，相互の影響関係は河川・湖沼を介する限定的なものとするよう運営されている
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のは，両者の成立経緯や水利用の特性が大きく異なるからであるが，同時に水循環を健全に維持す
るという視点からも重要であり，そのしくみは引き続き維持されなければならない。
農業水利網は自然と親和的な性質を帯びていて，河川・湖沼と同様にそれ自体が良好な水環境と
なり得るのであり，農業経営の手段に留まらず，人為と自然との調和的な関係を保つ役割を担うこ
とができる。今後，農業水利網の持つ環境保全機能を活かすような取り組みがすすんでいくのでは
ないか。
一方，都市水系は水の給排水機能に特化した極めて人工的なシステムであり，水循環に対する影
響力は多大である。従って，その運営は，まず，影響を都市水系の内部で完結させ，そのうえで他
のサブシステムとの影響関係を制御するしくみが重要となる。たとえば，取水（③）に当たっては
水量だけでなく水質を確保しなければならないし，排水（④）に当たっては汚濁負荷の影響に責任
を負わなければならないが，水利用のルールはその関係を十分に反映したものでなければならない。
その鍵は，受益と負担の関係を明確にするなど経済的なメカニズムを活用することにあると考える。
都市水系の水利用は水質の消費であるから，水質の変化に応じて負担するルールなど，農業水利と
は異なる運営秩序が必要となるのである。そしてそれはいまだ十分に実現しているとは言い難い。
イ）河川管理からの水循環に対する関与
サブシステムをつないで水循環を一つのシステムとして運営する中心的な役割を担っているのは
河川・湖沼であるから，その役割，つまりサブシステム間の関係を調整する機能を十分に発揮でき
るしくみを整えなければならない。そのためには，河川・湖沼の利用秩序を律するルール（Ａ）に
関して二つのことが必要となろう。
一つは，河川・湖沼からの取水（①及び③）だけでなく，その後の利用ルール（Ｂ及びＣ）につ
いても一定の関与が必要である。実際，河川の流況は農業水利網の運営に大きく左右されるし，河
川管理に当たっては都市水系のニーズを十分に反映した運営が必要である。このことは，渇水時の
水利調整を円滑・適正に行うためには，農業利水網や都市水系の運営実態を把握・理解するだけで
なく，必要に応じてその運営についても関与することが必要であることからもわかるとおりである。
もう一つは，排水（②及び④）のルールを確立することである。河川・湖沼への排水に当たって
は，水質汚濁の防止だけでなく，河川・湖沼の生態系に対する影響を吟味しなければならないので
ある。特に，都市水系からの排水の制御は水循環を適切に運営するための中心的な課題の一つであ
り，そのルールを総合的に運営する体制の確立が重要と考える。
なお，この場合に必要なのはサブシステム間の関係を調整するルールであり，各サブシステムが
それぞれ自律的に運営されなければならない。そして，関係調整を担うためにどのようなしくみが
適切であるかは，今後考えていかなければならない課題である。その際に，水循環の性格から，流
域という単位が重要となるはずである。
33
水問題と水利権
ウ）システムの生態系としての性質（最適規模の問題）
図１では農業水利網や都市水系を一つのサブシステムで表しているが，現実には一つの河川・湖
沼に複数の水利網や都市水系がつながっている。それぞれのサブシステムの規模は，基本的には自
然条件に制約されるのであるが，特に都市水系は，大規模導水，広域水道，流域下水道などによっ
て人為的な規模の拡大が図られている。水需要に応えるためであり，また給排水事業の経営には規
模の経済（規模の拡大による収穫増大効果）が働くからである。
だが，水循環は，生物活動の場を形成し，同時にその活動により影響を受けるという性質，つま
り生態系としての性格を併せ持つ。都市水系の多くは人工的な管やポンプの組み合わせであり生態
系とは異なるという意見もあろうが，雨水を集め，都市内の水面を維持するなど，都市の水環境を
形成しているし，大きな水循環の一部でもあるから，その生態系としての性格を否定することはで
きないであろう。
そして，生態系の運営は，その特性を反映した経済的な考え方とは違う原則によらなければなら
ないと考えるが，特に重要なのが「適正規模」という考え方である。水は循環することを通じて，
相互連関の網の目を形成し，フィードバック機能を有する影響関係を維持する。その健全性を保つ
には，システムの規模を制御可能な範囲に留めることが必要なのである。
従って，長大な導水や大規模下水道による流域変更，人為的で大幅な水量変動，水辺の喪失や水
源地の開発などは，自然の力とのバランスを維持するような範囲に押さえることが大事である。た
とえば，重力にさからうことにより大きなエネルギーを消費するようなシステムを採用しないとい
う原則を尊重すべきであろう。同時に，そのような自然の力とバランスした水循環システムの運営
は，安定的な水利用にも，水質の保全にも資すると考える。
このとき重要となるのは，農業水利網や都市水系の運営秩序（Ｂ及びＣ）のなかに，そのシステ
ムを最適な規模に保つルールを組み入れることである。たとえば，農業水利網については，落ち水
の河川還元をルール化すること，用水の反復利用の程度を制御することなど，都市水系については，
自然条件に逆らうような給水に相応の費用負担を求めること，下水道への総汚濁負荷量を制御する
ことなどが考えられる。（これらのルールはアイデアでしかない。その現実性や有効性は未検証で
ある。）
つまり，農業水利網や都市水系が河川・湖沼から取排水する場合に，取水と排水との関係（①と
②，③と④）を結びつけて制御するルールを導入するのである。たとえば，①によって②が，③に
伴って④が，それぞれどのようになるかをあらかじめ吟味し，②や④による河川・湖沼への影響を
も含めて①や③の妥当性を判断するというしくみなどである。このようなしくみの導入によって，
①や③の規模は自ずと限定的なものとなると考える。
このことは，水利権の運用に当たって，排水を含めた水循環の視点を取り入れるということでも
あるが，ただ，そのルールを具体化できるほどに取水と排水との影響関係が解明されているとは言
い難い。水循環の実態を把握してそれを評価するという課題は，未だ残されたままである。
34
エ）地下水のシステム的な孤立
地下水は水循環のサブシステムとして孤立している。正確に言えば，表流水からの地下浸透や地
下水から河川・湖沼への流出などもあるだろうが，水利用を水循環の視点から考える際には無視し
てかまわない。地下水は土地に付属するものであり，地盤沈下などを引き起こして他の土地利用に
支障を及ぼさない限りは，それを汲み上げて利用することは原則として自由とされているのである。
だが，地下水も水資源である。その保全のためには利用に関する秩序が必要であろう。大まかに
言えば，土地所有者がその地下から一定量まで地下水を汲み上げるのは自由でよい。そのうえで，
大量の地下水の汲み上げについては，資源の枯渇を防ぐためのルールを定めるのである。当然その
ルールは，地形・地質や地下水の賦存情況によって異なるものとなるはずである。
実際には，地盤沈下のための地下水の汲み上げ規制ルールがあり，これが実質的に地下水保全の
ためのルールの役割をも果たしている。しかしこれは，地下水を資源として捉え，土地と切り離し
てその利用秩序を明確にするようなしくみではない。地盤沈下以外に現実的な問題が生じていない
から，地下水の保全に関心が向かないということである。だが，水道水源の13％は深井戸である
ように，地下水に依存する水利用は決して少ないわけではない。地下水を保全することはすぐに取
り組むべき喫緊の課題とは言い難いであろうが，課題として残されていることを忘れてはならない。
７　水利権秩序の限界
以上の考察から，水利権によって水利用の秩序を維持することには限界があることがわかる。そ
の限界は，次の三つの課題に集約することができるであろう。
（１）　経済的メカニズムの活用
水利権は，水資源の配分機能を果たしているが，その基礎になっているのは，既存秩序を優先し，
水利用を管理するという統治主義とでもいうべき考え方である。取引を通じて合理的な配分を実現
するという市場を活用する考え方は，極力排除されている(13)。
従って，取引が強く制限されていることから水利権の価格を形成する機会がないし，価格競争に
よって水利権が取得されることもない。その理由としては，ⅰ）水利使用はそれに伴って他の水利
(13) 社会の秩序を保つ考え方に二つのタイプがあり，双方は相容れないと主張したのはジェイン・ジェイコ
ブス（Jane Butzner Jacobs）である。彼女は，人間の生活の様式には，競争や効率などを重視する市場の
倫理と，規律や伝統などを尊重する統治の倫理とがあり，両者を混同することが社会的な混乱を招くと主
張している。（『市場の倫理 統治の倫理』（1998年，日本経済新聞社））
 その議論をさらに踏襲すれば，水利権による水利用秩序を律しているのは，統治の倫理である。所有権
による秩序が市場の倫理を尊重しているのと対照的で，このことからも，水利権が所有権を中心とした民
法の秩序と相容れない性格を帯びていることがわかるであろう。さらには，水資源開発事業のような市場
の倫理を必要とする行為を，水利権を基礎とした秩序のなかに組み入れる場合に，倫理の混同の恐れがあ
ることも推察できよう。
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使用などに大きな影響を及ぼす（外部経済性が大きい）から，水利権を私的取引に委ねることは弊
害が大きい，ⅱ）水道水の供給義務にみられるように水利用を確保することは公共的な責任である
からその供給を市場に委ねるべきではなく，その基礎となる水利権もまた市場取引にはなじまない
という主張がなされている。
しかしながら，水需給が逼迫し，巨額の投資を伴う水資源開発が必要になるに従って，水は希少
資源の性格を強くし，その利用に当たって経済な合理性を求める要求が高まってくる。ところが，
水利権を基礎とした水利用ルールにおいては，浪費を防ぎ，水を合理的に利用するようなインセン
ティブが働きにくい。それだけではなく，水利権は，ほぼ必要性が発生した順番に資源を配分する
という機能を果たしていて，一旦水利権が確定すれば，その後は水資源配分を見直すような機能を
担うのは困難である。なぜならば，水資源開発事業によらずに形成された水利権は，その保持のた
めのコストは極めて小さいからである。
だが，社会経済環境が変れば資源の再配分が必要となるはずだし，時間的に後になるほど水資源
開発費の負担が増大するというしくみ(14)が経済的に最適な水利用を実現できるかどうか疑問である。
水利権を合理的に移転するようなしくみが必要となってきているのだが，しかし，その必要に応え
ようとすれば，市場取引の対象とはしないという水利権のあり方自体を見直すことが不可欠になる。
このように，水利権の運用に当たって経済メカニズムを活用できないことが，合理的な水利用の
実現，特に資源配分の最適化を図るうえで制度的な限界となっていると考えてよい。一方で，その
限界は水利権の性格と表裏一体のものであるから，限界を超えるようなしくみの構築は容易では無
いのである。
（２）　取水後の水管理
水利権は，流水を取水する行為について成立するのだから，原則的には取水後の水利用について
は関与しない(15)。だが，水は循環する。利用された水が再利用されることもあるし，取水する流水
には取水地点の上流に排水された水が含まれている。
(14) ダムによる水資源開発は，取水により不足することとなる正常流量を貯留水の放流によって補給すると
いう仕組みにより成り立っている。そして水資源開発がなされれば，正常流量はそのダムを水源とする取
水量だけ増加することになり，それを前提に新たな水利使用の是非が判断される。この場合，先発の開発
により自然の流量が先取りされているから，後発の開発事業ほど必要な補給水量は増大する。しかもその
増加量は，後になるほどより大きくなるのである。
 もちろんダムの建設費は建設地点や事業の進め方に大きく左右されるから，単位貯水容量当たりの建設
費は後発ダムのほうが高くなるとは限らない。だが，取水するために必要となる流水の補給量は後発ダム
ほど増大する結果，利水のための開発単価も先発ダムよりも高くなることは必然的である。
 志村博康『現代農業水利と水資源』（東京大学出版会，1977年）は，農業水利と水資源開発との関係を
正面から論じたものであるが，そのなかに，利根川水系に関して，縦軸に開発コスト，横軸に累加開発量
（これはダム着工年次と同じになる）をとると，そのグラフは右上がりの曲線を描くという印象深い図が
掲載されている（同書65ページ）。
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そればかりか，大規模な水道事業などでは，複数地点で取水した水を相互に流用して合理的に配
水することもなされているし（たとえば東京都水道の水源は，三つの大河川流域にまたがる），流
域外に配水された水はもはやもとの流域には戻らない。あるいは，下水道が整備されることによっ
て，水循環のかたちは大きく変わる。
つまり，広範な水利用システム全体の秩序を水利権によって維持することには，もともと限界が
あるのである。そもそも，取水の秩序のみに着目したしくみである限りこれは当然の限界なのであ
るが，水利用が農業用水を主体に行われ，排水による水質悪化が問題とならない状況のもとでは，
その限界が顕在化しなかったのである。
だが，都市渇水への対応や異常渇水時の水利調整などのように，水利用システムを全体として最
適化する要請に応えるためには，水循環を総合的に捉えた秩序維持のしくみが必要となる。水利用
の秩序を維持するしくみを，取水といういわば点的な行為に焦点を当てたものから，水循環という
いわば面的なシステム全体の運営を管理できるものへと再構築しなければならないのである。しか
し，水利権に代わる秩序維持のしくみは見当たらないし，水資源開発や下水道の整備という技術的
な対応によって問題の深刻化を防いできているのが実態である。
（３）　水質への関与
水利権は，水の量的な側面に限った規律であって，水質について関与することは舞い。もちろん，
上流で水を汚染する者に対して，安全な取水を妨害するとしてその行為の停止を求めるなど，水利
権に基づく妨害排除は水質への影響行為にまで及ぶと考えられている。
つまり，排水も水利用のかたちの一つであるが，水利権による水利用秩序は，取水と排水とを切
り離して捉え，排水行為は権利義務関係の秩序からは除外しているのである。これには，そもそも
河川への排水行為は，河川の「自由使用」として原則的に自由なものとして認められてきたこと，
(15) 水路式水力発電における水路中の水は河川の流水の一部とみなされるほか，水利使用許可における流水
占用の目的に反する水利用は許可条件違反として監督処分の対象となるなど，取水後も水利権の秩序維持
機能が及ぶ場合もあるが，実効性の問題もあってその取り扱いは限定的である。
(16) 公害が多発したころ，河川管理者の公害防止責任をめぐるいくつかの判例が生まれている。たとえば，
農業用古ビニールの流出による漁業被害に関して河川管理の瑕疵が問われた事例では，判決で「河川の総
合的管理として，漁場に多量の廃棄物が流入することのないように適切な措置をとることが義務づけられ
ている」という判断を下している。（高知地判昭和49年５月23日判決，この事件は，一審判決後に和解と
なった。）逆に，工場排水によるヘドロ汚染をめぐる訴訟の判決では，「公物の機能を毀損するような侵害
行為に対する措置は本来実定法において具体的に規定されるべきことであり，実定法に規定のない以上は
むしろ消極的に解すべき」という趣旨を判示している（静岡地判昭和49年５月30日判決）。
 このように，河川管理の権限をどこまで認め，どの範囲まで責任を求めることができるかについては，
いまだ確定的ではないし，排水によって水利用に支障が生じる恐れのある場合に，河川管理権によってそ
れを排除することができるか，その責任を負っているかなどについて明確な考え方も確立していない。一
般的には，消極的な意見が多いようである。
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河川管理者の公害防止責任については議論が残っていること(16)などの事情があるからであろう。
そのような事情もあって，水質を保全するしくみは排水規制を中心に構築された。このしくみは，
政府が排水基準を決め，その遵守を監視し，違反を取り締るという，権力を背景にした行政活動
（行政行為）に大きく依存している。水利権の考え方には，水利用者のあいだでルールを定めて秩
序を維持するという水共同体における自律的な規律の確保・運用という思想があるが，水質につい
ては政府の規制というこれとは異質のしくみが活用されているのである。
だが，水質は水循環のなかで徐々に変わっていくのであるし，水量が少ないと水質が悪化し，多
いと水の希釈効果が高まって水質の改善につながるのは当然のことである。水循環全体を捉えない
限り，水質を的確に保全するのは難しい。のみならず，排水規制は，水質そのものを向上させるよ
うな積極的な取り組みには関与しない。
取水と排水とを分離して秩序を維持しようとする方法は，行政上の管理の都合が強く現れた選択
であって，水循環が一体的なものであることに照らせば，齟齬が生じやすいしくみなのである。
実際，都市空間や地域社会のなかで豊かな水環境を実現しようという要求が高まっているが，こ
の場合には，水流を復活し，水質を保全し，水へのアクセスを確保する等々，取水と排水を一体的
に捉えて，水循環のあり方そのものを見直すことが必要となる。あるいは，下水道の集水の範囲や
処理水の放流先の決定は，人為的な水循環のかたちの変更である。その影響は，取水行為と同様で
ある。
このように，水利権と排水規制という二本立ての秩序維持のしくみそのものには限界があると考
えざるを得ない。
８　水利用秩序の今後の方向
水利権について，秩序維持のしくみとしての成果とその限界をみてきた。では，今後生じるであ
ろう社会的な変化のなかで，水利権を初めとした水利用秩序に関してどのような対応が必要となる
のであろうか。
これについては，未だ十分に考えを述べるだけの準備がない。簡単に方向を展望しておくに留め
たい。
（１）　慣行水利権の知恵に学ぶ
水利権は，慣行的に成立したことからわかるように，社会の実態をよく反映したしくみである。
問題は，社会の実態が変化したときに，その適切さを維持できるかどうかである。あるいは，社会
実態の変化の過程で，しくみのあり方が変質していないか問うことも必要である。
このことを考えるうえで重要なのは，慣行的に成立した農業水利の秩序と，近代国家が制定した
法秩序との違いである。
既に述べたように，慣行水利権者は，河川法による水利使用許可を得た者とみなされ，両者は法
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的に同一の地位を得ることになった。しかしながら，両者の秩序維持の考え方には，違いがある。
たとえば，農業水利での権利の核心は，異常渇水時に，誰がどれほど水利を受益するかというこ
とであり，その調整に当たっては，用水利用の実態が強く反映される。一方，河川法による水利使
用は，許可された取水量を確保する異に主眼が置かれ，取水後の水利用実態について深く関与する
ことはない。
また，水利共同体は，農業水利を安定的に維持するために，洪水防御や水循環の維持に当たるこ
とも多かった。水利権の維持と共同体自体の安定とは，不可分の関係にあったのである。
このような違いをおおまかに対比すると，表２のようになる。
表２　水利用秩序の考え方の対比
河川法による水利使用 農業水利
中心的な課題 渇水時の安定的な水利用 水利共同体の安定・運営
ルール形成の基本原則
公共的利益の確保・維持（河川の流水は
私権の対象とはならない）
歴史的，社会経済的な経緯（水循環による社会
的依存関係の尊重）
水利権の核心 （最大）取水量 （渇水時の）水利調整ルール
水利権の法的性格 特許（物権的請求権） 実効支配力に基づく妨害排除権（ゲヴェーレ的）
水利権の性質 河川管理上許された流水の占用行為 水を共同で利用するうえでの社会的な合意
ルール制御の手法 取水口の管理（水利権者＝取水者） 水循環の管理（水利権者＝水利共同体）
ルール管理主体 河川管理者 水利組合
（注）： 非常に簡略化した対比であることに注意されたい。実際には，治水との関係，農地整備事業の施行体制，流水
の正常な機能の確保，水利施設の管理責任など，水利用のルールをめぐって考えなければならない多くの要素
がある。
つまり，もともと水利権は，単に取水の権利であるに留まらず，水共同体が運営する社会的な結
びつきに裏打ちされていたのである。だからこそ，慣行水利権は実効支配という「ゲヴェーレ」的
な性質を帯びるのでもある。
しかし，近代的な法支配の体系のもとでは，そのような秩序維持のしくみをそのまま存続するこ
とは困難である。所有権等を中心として，自由な個人の結合として社会関係を構成する秩序体系に
おいては，水利権は河川法による水利使用のような性質のものへと変質せざるを得なかったのであ
る。ただ，その変質に当たって，既存秩序の尊重，異常渇水時の関係者の調整の優先など，従来の
水利権の考え方が大幅に踏襲されたのは，社会実態との整合性に強く配慮する必要があったからで
あろう。
このような経緯を踏まえれば，今後，水利用秩序のあり方を考えていく際には，慣行水利権が帯
びてきた性質，特に，ⅰ）水利用によって結ばれた地域共同体という秩序の基盤，ⅱ）水利用の実態
に踏み込んだ自律的な水利調整，ⅲ）水循環を総合的に捉える視点は，伝統が育んだ知恵として受
け継ぐに値すると考える。
しかしながら，そのような知恵を近代的な法秩序に組み入れることは容易ではない。農業水利で
結ばれた地域共同体はもはや存続していないと考えて良いし，水利用が水資源開発に大きく依存す
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るなかでは，自律的な水利調整を期待することには無理がある。
（２）　取組むべき課題としくみの方向
今後，世界的には，気候変動による水資源賦存量の変化が予想され，国際的に水管理が強化され
（輸出入に伴う水の移転がテーマになるかも知れない），あるいは国内でも，水資源開発事業の実施
はより難しくなり，水質や水環境の保全・向上への要求が高まり，過疎の進行とともに水源地の保
全が困難となり，農業経営のあり方が見直されるなど，水利用に関係する社会的な変化が予想され
る。このとき，水利用の秩序についてどのような課題に取組まなければならないのであろうか。
その最大の課題は，水環境の保全であろう。水循環の健全性を確保し，河川や湖沼の生態系を的
確に維持するなど，水をめぐる環境を保全することは，環境容量に制約があるなかで，開発によっ
て人の豊かさを向上させようとする場合に取組まざるを得ない課題のひとつである。
そしてそのためには，取水と排水とを結びつけ，両者を一体的に制御するしくみを構築しなけれ
ばならない。さらに，合理的な水利用を促進し，適正な水配分を実現するためには，水利用の秩序
維持に当たって経済メカニズムを有効に活用することも必要となるはずである。
これらの課題に応えようとする場合には，水利権を中心とした水利用秩序維持のしくみについて，
次の三つの方向での検討が不可欠になると考える。
ア）流域単位での影響評価
取水や排水，水資源の開発や下水道の整備，水道や農業用水の水路系統の変更などは，いずれも
水環境に大きな影響を及ぼす。そこで，それらの行為について，河川の流況への影響だけで無く，
河川・湖沼の生態系や水循環の姿に対する影響を含めて，総合的に評価するしくみが必要である。
このとき，影響評価は流域を単位としなければならないし，影響に利害関係を持つのは既存の河川
使用者には限定されないであろう。
そのようなしくみを構築する場合には，水利権を拡張・一般化して，安定的に水を利用できる権
利のようなものとし，権利者のあいだで自律的な調整を図ることのできる制度（たとえば，流域水
協議組織のようなものの構築とその自治的な運用）を確立することが有効であると考える。
もうひとつの考え方として，総合的な水管理計画を策定してそれに従って各種の行為を規制・誘
導するという方法もあろうが，そのようなしくみは有効に機能しないのではないかと考える。水循
環は水文的な自然に従うほかないし，水利用の形態は様々で，しかも自然的，歴史的，社会的な条
件に応じてその影響の現れ方も多彩であるから，あらかじめ計画的に統制することには限界がある
からである。
そして，安定的に水を利用できる権利をどのように調整するかのルールは，調整の過程で自律的
に運用されるほかなく，流域ごとに異なってもかまわないであろう。大きな枠組みの中でのローカ
ルルールの形成こそが，水利用の秩序を維持する場合に有効に機能するということは，慣行水利権
の成立・運用を通じて明らかになった教訓でもある。
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イ）水利権取引の制度化
資源配分の適正化のためには，市場取引を通じて配分の最適化を図るという，経済的なメカニズ
ムを活用することが有効である。そしてこのことは，水資源についも例外では無い。
実際，水利権を経済財として取り引きすることも可能である。水利権の価格は，収益を還元して
得ることができる。毎年の効用と費用の差を割り引いて耐用年数分累積すればよいのであり，毎年
の収益と割引率が一定で，耐用年数が無限であれば，土地の収益還元価格と同様に，
P＝C／ｒ　　　（P：水利権価格　C：収益　ｒ：割引率）
である。
また，水は必需品でその需要量は価格に左右されない，つまり価格弾性値がゼロだから，市場メ
カニズムが働く余地が無く，取引市場は成立しないという考えもあるが，これは誤解である。現に，
工業用水の需要量は1961年から75年までの間に４・５倍になったが，その間に回収使用率が25％
から67％への急増し，新規の淡水補給量は約２倍に留まった。これは，工場の排水規制が強化さ
れて排水に伴う費用負担が急激に大きくなったため，排水量を削減すべく水の回収利用が強力に推
進されたためである。水価格が負担を明確に意識できるほどに増加すれば，水使用量も減少するの
である。
もっとも，水利使用はそれに伴って他の水利使用などに大きな影響を及ぼす（外部経済性が大き
い）から，水利権を私的取引に委ねるだけでは最適配分は実現しないというのは正しい。あるいは，
水道の供給義務にみられるように水利用を確保することは公共的な責任であるからその供給を市場
に委ねるべきではない，従ってその基礎となる水利権もまた市場取引にはなじまないという意見も
一理ある。しかし，外部経済性の負担を明確にするしくみを導入したり，水供給事業などについて
公共性を確保できるようなルールを適用すれば，市場機能の不備を補完することができるはずであ
る。私的取引を完全に否定する理論的な根拠はないのである。
ただし，水の価格弾性値は通常の財よりは小さいかもしれない。また，必需財の配分を経済的な
取引に委ねることによって社会的な不公平を招く恐れも大きい。その意味で，水利権の取引につい
ては通常の財に比べてより厳格なルールを適用しなければならないし，その導入についても慎重な
検討と，十分な社会的合意が必要になるのは言うまでも無い。
なお，水利権の取引が制度化されれば，水資源開発のあり方も変わるはずだ。ダムの容量自体を
取り引きの対象とすることが可能となり，あるいは，複数のダムの容量をプールして運用すること
も容易となる。ダム容量を有効に活用することを促すようなインセンティブが働くと予想される。
ウ）水機能の拡充と尊重
水は利用されるだけでは無い。水が存在することは，人の感覚に影響を与え，景観要素となり，
生活空間の質を左右する。特に，都市空間における水の価値は多彩で，水の存在をデザインするこ
とが大きな課題となる場合さえある。最近，地下化された水流をもとのかたちに復元する要求が見
られる（たとえば渋谷川（東京都））が，それも水の価値の高まりを反映したものであろう。また，
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高速道路に覆われた河川空間をオープン化する検討がなされているが（日本橋（東京都）上空の道
路撤去の検討もそのひとつであるし，ソウル（韓国）では現実に河川上空の高速道路が撤去された
例もある），これも水機能を再評価する動きの現れである。
このように，水の持つ環境的な機能を重視する動きは，水生態系の保全という課題とも取り組み
の方向を同じくする。
このようなニーズに応えるためのしくみとしては，ア）で述べた影響評価の際に幅広い水機能へ
の影響をも対象にするとか，都市計画等において水機能の確保という視点を導入するとかという方
法が考えられる。だが，さらに一歩踏み込んで，水機能そのものに権利性を与えること（公共的水
機能の権利化）によって，水利権と同様に水利調整の対象とするということも考えてよい。その場
合には，公共的水機能の権利主体は，流域を構成する人びとの組織体ということになるであろう。
その意味でも，ア）で述べた流域単位での広範な水利調整というしくみを構築することは，水機能
を拡充し，尊重するためにも有効な方法であると考える。
 （この研究ノートは，水利用に関して生じたいくつかの事件や話題，たとえば，尾瀬分水問題，埼玉での
農業用水の合口化と用水転用，福岡渇水，大井川の水返せ運動，淀川の水配分，特定多目的ダムという制
度，水のフレッシュ度など，をテーマにして水問題を考えてきた一連の論考「水利権とダム（１）～（10）」
（『月刊ダム日本』（日本ダム協会発行）に2005年11月から2006年８月まで連載）を，さらに発展させたもの
である。従って，本稿のなかには，その連載の際に展開した議論と重複するところも一部あるが，やむを
得ない事情として御了承賜りたい。）
